
 

 

（１）「空家等対策の推進に関する特別措置法」の認知 

 

 

 

 

「空家等対策の推進に関する特別措置法」の認知をたずねた。「内容までよく知っている」

は3.9％にとどまり、「名前は知っているが、よく知らない」の42.1％を合わせた認知率は

46.0％である。（図表6-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、認知率は『男性』の方が『女性』より 6.8 ポイント高い。（図表 6-2） 

 

〔図表 1-3 小型家電回収ボックスの利用経験（性別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 6-2 「空家等対策の推進に関する特別措置法」の認知（性別） 

問 33．あなたは、「空家等対策の推進に関する特別措置法」について知っていますか。（○

は１つだけ可） 

図表 6-1 「空家等対策の推進に関する特別措置法」の認知 

全体 (N=1483)

（単位：％）

3.9 42.1 52.3 1.7

内容までよく知っている

名前は知っているが、よく知らない

全く知らない

無回答

男性 (N=655)

女性 (N=822)

（単位：％）

5.3

2.8

44.6

40.3

48.4

55.2

1.2

1.2

内容までよく知っている

名前は知っているが、よく知らない

全く知らない

無回答

６ 空き家について 



【年代別】 

年代別にみると、『40 代』以上で認知率が高く、特に『50 代』以上では認知率が半数を超えている。「内

容までよく知っている」は、『40 代』が 6.3％と最も高い。（図表 6-3） 

 

〔図表 1-4 小型家電回収ボックスの利用経験（年代別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-3 「空家等対策の推進に関する特別措置法」の認知（年代別） 

20代以下 (N=175)

30代 (N=146)

40代 (N=255)

50代 (N=275)

60代 (N=273)

70代以上 (N=358)

（単位：％）

1.7

4.1

6.3

4.4

2.9

3.6

20.6

32.2

40.0

46.9

51.6

46.9

77.7

63.0

53.3

48.0

43.6

45.0

0.7

0.4

0.7

1.8

4.5

内容までよく知っている

名前は知っているが、よく知らない

全く知らない

無回答



（２）「空き家」との関わり 

 

 

 

 

「空き家」との関わりをたずねた。「東大阪市で『空き家』の所有・管理とは関係なく、近

隣に『空き家』もない」が49.4％と約半数を占めた。「自身又は配偶者や親が、東大阪市に『空

き家』を所有・管理している」が3.0％、「近い将来、東大阪市で自身又は配偶者や親が『空

き家』の所有・管理者になる可能性がある」が5.2％で、合計した直接関わりを持つ割合は8.2％

である。また、「東大阪市で『空き家』の所有・管理とは関係ないが、近隣に『空き家』があ

る」は24.4％であった。（図表6-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 (N=1483)

（単位：％）

3.0 5.2 24.4 49.4 18.0

自身又は配偶者や親が、東大阪市に「空き家」を所有・管理している

近い将来、東大阪市で自身又は配偶者や親が「空き家」の

東大阪市で「空き家」の所有・管理とは関係ないが、

東大阪市で「空き家」の所有・管理とは関係なく、

無回答

所有・管理者になる可能性がある

近隣に「空き家」がある

近隣に「空き家」もない

問 34．あなたは、ご自身の生活の中で「空き家」とどのような関わりをお持ちですか。（○

は１つだけ可） 

図表 6-4 「空き家」との関わり 



【性別】 

性別にみると、「東大阪市で『空き家』の所有・管理とは関係なく、近隣に『空き家』もない」は『女

性』の方が『男性』より 2.4 ポイント高い。（図表 6-5） 

 

〔図表 1-3 小型家電回収ボックスの利用経験（性別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 6-5 「空き家」との関わり（性別） 

男性 (N=655)

女性 (N=822)

（単位：％）

2.7

3.3

6.0

4.5

25.2

23.8

48.1

50.5

18.0

17.9

自身又は配偶者や親が、東大阪市に「空き家」を所有・管理している

近い将来、東大阪市で自身又は配偶者や親が「空き家」の

東大阪市で「空き家」の所有・管理とは関係ないが、

東大阪市で「空き家」の所有・管理とは関係なく、

無回答

所有・管理者になる可能性がある

近隣に「空き家」がある

近隣に「空き家」もない



【年代別】 

年代別にみると、空き家と直接関わりを持つのは、『50 代』『60 代』で約１割～１割強と高くなってい

る。（図表 6-6） 

 

〔図表 1-4 小型家電回収ボックスの利用経験（年代別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 6-6 「空き家」との関わり（年代別） 

20代以下 (N=175)

30代 (N=146)

40代 (N=255)

50代 (N=275)

60代 (N=273)

70代以上 (N=358)

（単位：％）

1.1

4.8

2.4

3.6

5.1

1.7

2.3

4.1

5.1

8.0

5.5

4.5

26.9

23.3

25.9

22.2

26.4

22.9

61.1

59.6

56.5

56.7

45.1

32.1

8.6

8.2

10.2

9.5

17.9

38.8

自身又は配偶者や親が、東大阪市に「空き家」を所有・管理している

近い将来、東大阪市で自身又は配偶者や親が「空き家」の

東大阪市で「空き家」の所有・管理とは関係ないが、

東大阪市で「空き家」の所有・管理とは関係なく、

無回答

所有・管理者になる可能性がある

近隣に「空き家」がある

近隣に「空き家」もない



（３）民間団体と連携した相談会で相談してみたいこと 

 

 

 

 

民間団体と連携した相談会で相談してみたいことをたずねた。「売買や賃貸などについて

（宅地建物取引士）」が41.0％で最も高く、以下、「相続や登記などについて（司法書士）」が

37.7％、「税金について（税理士）」が34.4％、「解体の補助金について（市職員）」が27.9％

と続いている。（図表6-7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

売買や賃貸などについて（宅地建物取引士）

相続や登記などについて　（司法書士）

トラブルや法律について　（弁護士）

税金について　（税理士）

遺言について（行政書士）

工事について　（建築会社・工務店）

物件管理代行サービスについて（管理会社）

融資や不動産活用について　（金融機関）

草木の剪定・伐採について（造園業者）

解体の補助金について（市職員）

その他

特にない

無回答 全体（N=122)

41.0

37.7

20.5

34.4

9.8

5.7

6.6

4.9

4.1

27.9

0.0

16.4

1.6

0% 40% 80%

問 35．空家対策課では、民間団体と連携し相談会を開催しています。あなたが、今後、相

談してみたいと思うのはどのようなことですか。（○は３つまで可） 

図表 6-7 民間団体と連携した相談会で相談してみたいこと 



【性別】 

性別にみると、「売買や賃貸などについて（宅地建物取引士）」は『男性』が 9.7 ポイント、「特にない」

は『女性』が 8.0 ポイント、「遺言について（行政書士）」は『女性』が 5.5 ポイント高くなっている。（図

表 6-8） 

 

〔図表 1-3 小型家電回収ボックスの利用経験（性別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

売買や賃貸などについて（宅地建物取引士）

相続や登記などについて　（司法書士）

トラブルや法律について　（弁護士）

税金について　（税理士）

遺言について（行政書士）

工事について　（建築会社・工務店）

物件管理代行サービスについて（管理会社）

融資や不動産活用について　（金融機関）

草木の剪定・伐採について（造園業者）

解体の補助金について（市職員）

その他

特にない

無回答

男性 女性

Ｎ=57 Ｎ=64

45.6

36.8

22.8

31.6

7.0

7.0

7.0

3.5

5.3

29.8

0.0

12.3

1.8

0% 40% 80%

35.9

37.5

18.8

35.9

12.5

4.7

6.3

6.3

3.1

26.6

0.0

20.3

1.6

0% 40% 80%

図表 6-8 民間団体と連携した相談会で相談してみたいこと（性別） 



【年代別】 

年代別は、サンプル数が少ないため、参考値とする。（図表 6-9） 

 

〔図表 1-4 小型家電回収ボックスの利用経験（年代別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 6-9 民間団体と連携した相談会で相談してみたいこと（年代別） 

売買や賃貸などについて（宅地建物取引士）

相続や登記などについて　（司法書士）

トラブルや法律について　（弁護士）

税金について　（税理士）

遺言について（行政書士）

工事について　（建築会社・工務店）

物件管理代行サービスについて（管理会社）

融資や不動産活用について　（金融機関）

草木の剪定・伐採について（造園業者）

解体の補助金について（市職員）

その他

特にない

無回答

50代 60代 70代以上

Ｎ=32 Ｎ=29 Ｎ=22

50.0

31.3

21.9

43.8

9.4

6.3

6.3

6.3

6.3

37.5

0.0

9.4

0.0

0% 40% 80%

41.4

20.7

13.8

17.2

3.4

6.9

13.8

6.9

3.4

20.7

0.0

27.6

0.0

0% 40% 80%

31.8

45.5

18.2

22.7

18.2

4.5

4.5

4.5

4.5

18.2

0.0

18.2

4.5

0% 40% 80%

売買や賃貸などについて（宅地建物取引士）

相続や登記などについて　（司法書士）

トラブルや法律について　（弁護士）

税金について　（税理士）

遺言について（行政書士）

工事について　（建築会社・工務店）

物件管理代行サービスについて（管理会社）

融資や不動産活用について　（金融機関）

草木の剪定・伐採について（造園業者）

解体の補助金について（市職員）

その他

特にない

無回答

40代

Ｎ=6 Ｎ=13 Ｎ=19

20代以下 30代

0.0

50.0

16.7

33.3

0.0

16.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

33.3

0.0

0% 40% 80%

30.8

46.2

30.8

61.5

0.0

7.7

0.0

0.0

0.0

46.2

0.0

7.7

0.0

0% 40% 80%

52.6

52.6

26.3

36.8

21.1

0.0

5.3

5.3

5.3

31.6

0.0

10.5

5.3

0% 40% 80%



（４）個人の所有物に税金が投入されることについての考え 

 

 

 

 

 

個人の所有物に税金が投入されることについての考えをたずねた。「行政が解体費用などの

一部を補助し、所有者本人が対応すべきである」が45.2％で最も高く、「所有者本人の責任で

対応すべきである」が28.5％、「税金を使ってでも行政代執行を行うべきである」が17.5％と

なっており、基本的には所有者本人が対応すべきとの考え方が優勢といえる。（図表6-10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 (N=1483)

（単位：％）

28.5 17.5 45.2

4.5

4.3

所有者本人の責任で対応すべきである

税金を使ってでも行政代執行を行うべきである

行政が解体費用などの一部を補助し、所有者本人が対応すべきである

その他

無回答

問 36．放置することが不適正な空き家に対して、最終的には解体などの行政代執行が可能

となります。あなたは、個人の所有物に税金が投入されることについてどう感じます

か。（○は１つだけ可） 

図表 6-10 個人の所有物に税金が投入されることについての考え 

■その他意見　【回答者数66人】
内容 件数

・ 税金を使うなら費用回収をするべき(差し押さ
え・売却益など)

15

・ 所有権の移譲や差し押さえをすべき 4

・ 所有者の状況による 4

・ 国の支援が必要 2

・ その他 25

・ わからない 17



【性別】 

性別にみると、「税金を使ってでも行政代執行を行うべきである」は『男性』が『女性』より 8.6 ポイ

ント高く、「行政が解体費用などの一部を補助し、所有者本人が対応すべきである」は『女性』が『男性』

より 5.9 ポイント高い。（図表 6-11） 

 

〔図表 1-3 小型家電回収ボックスの利用経験（性別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性 (N=655)

女性 (N=822)

（単位：％）

29.3

27.9

22.3

13.7

22.0

27.9

3.7

5.1

2.7

5.2

所有者本人の責任で対応すべきである

税金を使ってでも行政代執行を行うべきである

行政が解体費用などの一部を補助し、所有者本人が対応すべきである

その他

無回答

図表 6-11 個人の所有物に税金が投入されることについての考え（性別） 



【年代別】 

年代別にみると、『40 代』『50 代』では、「税金を使ってでも行政代執行を行うべきである」が約２割と

高め。『20 代以下』『70 代以上』では、「所有者本人の責任で対応すべきである」が３割台と高くなってい

る。「行政が解体費用などの一部を補助し、所有者本人が対応すべきである」は、『70 代以上』以外では

５割弱～約５割となっている。（図表 6-12） 

 

〔図表 1-4 小型家電回収ボックスの利用経験（年代別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20代以下 (N=175)

30代 (N=146)

40代 (N=255)

50代 (N=275)

60代 (N=273)

70代以上 (N=358)

（単位：％）

30.3

25.3

21.6

24.7

26.7

38.3

13.1

17.1

20.8

20.0

16.1

16.8

49.1

50.0

48.6

50.5

49.5

31.3

4.0

5.5

5.9

4.0

4.4

3.6

3.4

2.1

3.1

0.7

3.3

10.1

所有者本人の責任で対応すべきである

税金を使ってでも行政代執行を行うべきである

行政が解体費用などの一部を補助し、所有者本人が対応すべきである

その他

無回答

図表 6-12 個人の所有物に税金が投入されることについての考え（年代別） 



（５）東大阪市に求める空き家に関する支援制度 

 

 

 

 

東大阪市に求める空き家に関する支援制度をたずねた。「空き家を利活用するための改修補

助金」が36.3％で最も高く、「第三者が空き家を取得・購入するための補助金」が27.6％、「解

体補助金の予算を増やす」が24.0％で続いている。「わからない」も26.4％みられた。（図表

6-13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

解体補助金の予算を増やす

空き家を利活用するための改修補助金

財産管理人制度の申立て費用の補助金

第三者が空き家を取得・購入するための補助金

空き家に関する民事紛争に係る弁護士費用などの補助金

補助金を出すべきではない

その他

わからない

無回答

全体
（N=1483)

24.0

36.3

8.6

27.6

9.6

8.0

1.4

26.4

3.0

0% 30% 60%

■その他意見　【回答者数21人】
内容 件数

・ 売却や利活用の仲介 5

・ 売却益からの費用回収 2

・ その他 14

図表 6-13 東大阪市に求める空き家に関する支援制度 

問 37．平成 30 年度より空き家の解体補助金制度を実施しています。あなたが、東大阪市

に求める支援制度はなんですか。（○はいくつでも可） 



【性別】 

性別にみると、ほとんどの項目で『男性』の方が高くなっており、「空き家を利活用するための改修補

助金」で 4.9 ポイント、「解体補助金の予算を増やす」で 4.4 ポイント、『女性』を上回っている。（図表

6-14） 

 

〔図表 1-3 小型家電回収ボックスの利用経験（性別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

解体補助金の予算を増やす

空き家を利活用するための改修補助金

財産管理人制度の申立て費用の補助金

第三者が空き家を取得・購入するための補助金

空き家に関する民事紛争に係る弁護士費用などの補助金

補助金を出すべきではない

その他

わからない

無回答

男性 女性

Ｎ=655 Ｎ=822

26.4

39.1

8.5

29.9

11.9

10.2

1.8

21.1

2.1

0% 30% 60%

22.0

34.2

8.6

26.0

7.9

6.1

1.1

30.9

3.5

0% 30% 60%

図表 6-14 東大阪市に求める空き家に関する支援制度（性別） 



【年代別】 

年代別にみると、「解体補助金の予算を増やす」は『20 代以下』で、「空き家を利活用するための改修補

助金」は『70 代以上』で、「第三者が空き家を取得・購入するための補助金」は『60 代』以上で低くなっ

ている。（図表 6-15） 

 

〔図表 1-4 小型家電回収ボックスの利用経験（年代別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-15 東大阪市に求める空き家に関する支援制度（年代別） 

解体補助金の予算を増やす

空き家を利活用するための改修補助金

財産管理人制度の申立て費用の補助金

第三者が空き家を取得・購入するための補助金

空き家に関する民事紛争に係る弁護士費用などの補助金

補助金を出すべきではない

その他

わからない

無回答

50代 60代 70代以上

Ｎ=275 Ｎ=273 Ｎ=358

30.5

44.0

13.5

29.8

14.9

5.1

2.9

20.0

1.5

0% 30% 60%

26.0

34.8

6.2

21.6

10.3

7.7

1.1

31.9

2.2

0% 30% 60%

20.7

24.0

6.7

19.0

7.0

10.6

1.7

34.9

6.7

0% 30% 60%

解体補助金の予算を増やす

空き家を利活用するための改修補助金

財産管理人制度の申立て費用の補助金

第三者が空き家を取得・購入するための補助金

空き家に関する民事紛争に係る弁護士費用などの補助金

補助金を出すべきではない

その他

わからない

無回答

40代

Ｎ=175 Ｎ=146 Ｎ=255

20代以下 30代

14.9

40.6

8.0

30.9

4.6

8.6

0.0

24.6

1.1

0% 30% 60%

24.7

47.3

11.0

41.1

12.3

9.6

1.4

13.0

2.1

0% 30% 60%

25.1

38.0

7.5

34.1

9.0

6.7

0.8

24.7

2.0

0% 30% 60%


